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A-1基本計画の目標が達成されているか。

② 設定されている指標以外に追加データ（追加指標候補案）を収集して達成状況の分析を実施
対応するロジック
チャートの要素 追加指標等候補（案） データ/情報出典等 備考

・・・

基礎研究・学
術研究から、研
究者への切れ
目のない支援
を含め、多様で
創発的な研究
を促進する

(4) 性格別・分野別の競争的研究費 （要検討）
使用側は科学技術研究調査で把握できるが、支出側する予算
から傾向を見られるか。
e-Rad/e-CSTIの活用可能性あり

(5) 科研費の予算額の推移 日本学術振興会 基礎研究・学術研究の代表例

(6) 科研費の応募・採択件数、採択率 日本学術振興会 基礎研究・学術研究の代表例の獲得しやすさ

(7) 探索型研究に必要な研究費を支出した財源 NISTEP定点調査（2020
年度深堀調査）

多様な研究のうち資金が獲得しにくいが重要な類型として着
目。

(8) 探索型研究を実施する上で今後拡充すべき財源 NISTEP定点調査（2020
年度深堀調査）

多様な研究のうち資金が獲得しにくいが重要な類型として着
目。

(9) 創発的・多様な研究への研究費 創発的研究支援事業の予
算額 第1回専調論点

(10) 若手研究者への研究費
（教員の研究資金（年齢階層別）） 第1回専調論点

(11) 研究費マネジメントの状況 NISTEP定点調査 FAの資金配分への評価を把握する。

(12) 電子ジャーナル経費と利用可能タイトル数の推移 学術基盤実態調査 研究の情報基盤となる電子ジャーナルの状況を見る。

(13) 論文を無料で即座に入手できない場合の増減 NISTEP定点調査 （同上）

(14) 大型機器の整備（予算額等） （要検討）

(15) 国際的活動に対する予算 （要検討）
研究資金制度の改革として挙げられている。令和4年度に総説
が検討されている科研費の「国際先導研究（仮称）」を把握
することが考えられる。

(16) 大学ごとの間接経費比率 （要検討） 競争的資金制度において間接経費が重要となるが、実態が不
明である。

(17) 公的研究開発研究費の間接経費比率（加重平
均） （要検討） 公的研究開発費において、全体としてどの程度間接経費が確

保されているのか実態を把握する。

(18) 申し合わせに対応した競争的研究費の割合 （要検討） 申し合わせの浸透状況を把握する。

【専調ご意見】論文数だけではなく、
研究の多様性をうまく評価できるよう
な評価軸が考えられないか。

【専調ご意見】・大型機器の整備
（予算額等）を指標とできないか。



82(1)若手研究者による論文数追加データ

現時点では当該データ/情報はない。
個人レベルで論文数と年齢情報を結合する必要があり、将来的にe-CSTIによるデータ取得可能性検討。



83(2)学術研究・基礎研究の状況追加データ

イノベーションの源としての基礎研究の多様性の確保については指数が低下して著しく不十分と認識されている
（6点尺度で、2020年2.5）。

（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所、 NISTEP REPORT No.189、科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020）、2021年4月

学術研究・基礎研究の状況



84(3)探索型研究の実施状況追加データ

探索型研究の実施率は大学等で69%

（出典）
文部科学省科学技術・学術政策研究所、 NISTEP REPORT No.189、科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020）、2021年4月

過去2～3 年の間の探索型研究の実施状況（2020年度深掘調査）



85(4)性格別・分野別の競争的研究費追加データ

現時点では、使用側が科学技術研究調査で把握されているが、負担側である予算としての当該データ/情報は
アドホックな集計しかない。【先行調査2-10】
将来的にe-Rad、e-CSTIによるデータ取得可能性検討。



86(5)科研費の予算額の推移追加データ

科研費の予算額は長期的には増加傾向にある。

（出典）
日本学術振興会「科研費データ」予算額の推移 （令和３(2021)年1月15日更新）



87(6)科研費の応募・採択件数、採択率追加データ

採択率は上下しており、30%には達していない。

（出典）
日本学術振興会「科研費データ」予算額の推移 （令和３(2021)年1月15日更新）



88(7)探索型研究に必要な研究費を支出した財源追加データ

探索型研究の財源は所属機関からの定常的配分資金が最も多く、科研費が次いでいる。

（出典）
文部科学省科学技術・学術政策研究所、 NISTEP REPORT No.189、科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020）、2021年4月

探索型研究に必要な研究費を支出した財源(探索型研究を実施した回答者)（2020年度深掘調査）



89(8)探索型研究を実施する上で今後拡充すべき財源追加データ

今後拡充すべき財源も所属機関からの定常的配分資金が最も多く、科研費が次いでいる。

（出典）
文部科学省科学技術・学術政策研究所、 NISTEP REPORT No.189、科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020）、2021年4月

探索型研究を実施する上で今後拡充すべき財源(全回答者)（2020年度深掘調査）



90(9)創発的・多様な研究への研究費追加データ

創発的研究支援事業では、2019年度に500億円が基金として予算とされている。

（出典）行政事業レビュー

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

2019 2020 2021 2022

文部科学省 創発的研究支援事業 500 134 0.6 27



91(10)若手研究者への研究費（教員の研究資金（年齢階層別））追加データ

研究資金の「平均値」には年齢差があり、35歳～39歳は50歳～54歳の半分程度となっている。
ただし、「中央値」でみると、30歳～59歳にわたって百万円前後と差が小さく、若手よりシニアのほうがばらつき
（標準偏差）が大きくなっている。

（出典）文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」平成30年度を基に作成。

（注）金額は内部資金と外部資金（間接経費を除く）の合計。平成29年度に入金された時点の金額であり、複数年にわたる研究資金について平成29年度の金額が確定していない場合は、
その金額を案分した一年あたりの金額。他機関の研究分担者に研究資金を振り分けている場合は、その資金を除く。
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92(11)研究費マネジメントの状況追加データ

公募型研究費による継続性を保った支援については不十分との認識（6 点尺度で、2020年3.2）。
公募型研究費の申請時の負担低減については、不十分との強い認識（6点尺度で、2020年2.8）。

（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所、 NISTEP REPORT No.189、科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020）、2021年4月

研究費マネジメントの状況



93(12)電子ジャーナル経費と利用可能タイトル数の推移追加データ

令和元年度の電子ジャーナルに係る経費は325億円であり、前年度より10億円（3.2%）増加。
大学図書館で閲覧可能な電子ジャーナルタイトル数は528万タイトルであり、前年度より38万タイトル(7.7%)増加。

（出典）文部科学省 令和２年度「学術情報基盤実態調査」
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94(13)論文を無料で即座に入手できない場合の増減追加データ

5 年前と比べて自身の研究において必要とする既刊の論文を、オープンアクセス又は所属機関の図書館等
を介して無料で即座に入手できない場合が増えたとの回答が全体で41%となっている。

（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所、 NISTEP REPORT No.189、科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020）、2021年4月

論文を無料で即座に入手できない場合の増減(5 年前との比較)

（注1）論文の入手状況を明らかにするために、大学・公的研究機関に所属している現場研究者及び大規模プロジェクト責任者に、5 年前と比べて自身の研究にお
いて必要とする既刊の論文をオープンアクセス又は所属機関の図書館等を介して無料で即座に入手できない場合が増えたかもしくは減ったかを尋ねた。

（注2）大学グループとは、自然科学系の論文数シェアを用いた分類である。論文数シェアが1％以上の大学のうち、シェアが特に大きい上位4 大学は、先行研究の
大学グループ分類に倣い、第1 グループに固定し、それ以外の大学を第2 グループ、0.5％以上～1％未満の大学を第3 グループ、0.05％以上～0.5％未満
の大学を第4 グループとした。



(14)大型機器の整備（予算額等）
(15)国際的活動に対する予算
(16)大学ごとの間接経費比率
(17)公的研究開発研究費の間接経費比率（加重平均）
(18)申し合わせに対応した競争的研究費の割合

追加データ

現時点では当該データ/情報はない。
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A-1基本計画の目標が達成されているか。

対応する
ロジックチャートの
要素

追加指標候補 追加指標候補から明らかになった点（例）

多様で卓越した研
究成果に繋がる、
厚みのある研究が
進む

(1) 若手研究者による論文数
• 学術研究が現代的要請に応えているか、基礎研究の多様性が確保されて

いるか・国際的に突出した成果が出ているか・イノベーションにつながっている
か、のいずれも意識調査では不十分と認識されている。

• 探索型研究は大学等で69%実施されている。

(2) 学術研究・基礎研究の状況

(3) 探索型研究の実施状況

基礎研究・学術研
究から、研究者への
切れ目のない支援
を含め、多様で創
発的な研究を促進
する

(4) 性格別・分野別の競争的研究費 • 負担側である予算としての性格別・分野別の競争的研究費は全体像が
把握されていない。

• 探索型研究の財源は、所属機関からの定常的配分資金に次いで、科研
費が活用されている。

• その科研費の予算は安定して確保されているが、採択率は明確な上昇傾
向とはなっていない。

• 創発的な研究のために創発的研究支援事業が2019年度から開始されて
いる。

• 現状、公募型研究費の申請時の負担低減については低い点数となってい
る。

• 現在把握できていないが、収集することが考えられる指標としては、大型機
器の整備（予算額等）、国際的活動に対する予算、大学毎の間接経
費比率、公的研究開発研究費の間接経費比率（加重平均）、申し合
わせに対応した競争的研究費の割合が考えられる。

(5) 科研費の予算額の推移

(6) 科研費の応募・採択件数、採択率

(7) 探索型研究に必要な研究費を支出した財源

(8) 探索型研究を実施する上で今後拡充すべき財源

(9) 創発的・多様な研究への研究費

(10) 若手研究者への研究費
（教員の研究資金（年齢階層別））

(11) 研究費マネジメントの状況

(12) 電子ジャーナル経費と利用可能タイトル数の推移

(13) 論文を無料で即座に入手できない場合の増減

(14) 大型機器の整備（予算額等）

(15) 国際的活動に対する予算

(16) 大学ごとの間接経費比率

(17) 公的研究開発研究費の間接経費比率（加重平均）

(18) 申し合わせに対応した競争的研究費の割合

② 追加指標候補概況（分析結果）
【専調ご意見】多様な研究
を把握しているかをみるべき

【専調ご意見】予算上の問題により
電子ジャーナル数やタイトル数が制限。
研究支援の観点を追加すべき。

【専調ご意見】大型機器の
整備（予算額等）を指標
とできないか。

【専調ご意見】長期的発展
のために、研究基盤への投
資評価が重要。
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1. 各「具体的な取組」の記載を確認

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

科学技術関係予算情報

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

省庁から
（将来的には省庁から基本計画との
対応や非予算情報を直接収集）

基本計画の具体的な取組、統合戦略の実施状況・現状分析」の該当記載を確認

予算施策情報

当該「実施状況・現状分析」に関連する施策候補

2. 各「具体的な取組」に対応する施策の特定
実施状況・現状分析に対応する施策を収集
前年（R2）までに実施した施策 + 当該年度（R3）の予算施策

公表情報や省庁担当者等から非予
算情報について情報収集

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

行政事業レビュー

前年度（R2）+当該年
度（R3）の

予算施策情報

4. 「具体的な取組」毎の分類・図式化

「具体的な取組」毎に情報整理
事業名・制度名リスト
投入予算
成果目標
成果実績（アウトカム）と成果指標
達成状況

A-2 基本計画に紐づく具体的な取組（施策群）が着実に実施されているか。

再掲施策実施状況分析
3. 非予算情報の収集
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A-2 基本計画に紐づくプログラム・各府省の政策・施策等が効果的・効率的に実施されているか。

運営費交付金の拡充による機関裁量
の財源確保

競争的資金の拡充による若手・優れた
研究者・新興・融合領域等への挑戦支
援

創発的研究支援事業による支援
（250件/年、計3回公募）【2021年度】

科研費の拡充・継続支援・新興・融合研究の
強化【2021年度】 ※新規採択率30%を目標

多様な知の創出・拡大

国立大学・私立大学の基盤的経費の充実
【2021年度】

大型施設・設備等の整備・活用

共同利用・共同研究の促進

戦略的創造研究推進事業の戦略目標の大
括り化・挑戦促進

次世代放射光施設の稼働【2023年】

ステージゲート評価等による
挑戦的な取組の評価・推進を実施・継続

研究力・研究成果の評価方法の改革

SPring-8・SACLA・J-PARC等の
共用・スマート化の促進

大学共同利用機関の検証・研究体制強化

研究力についての新指標の開発【2022年】

共同利用・共同研究拠点の継続・新規選定

研究やその周辺環境の改善

実施済・継続
（継続施策の改良も含む）

今後実施

新規・大幅拡充

統合イノベ戦略第6期基本計画

④基礎研究・学術研究の振興

国立大学法人の運営に必要な経
費：
2022年度 1兆1,167億円（概算要
求）私立大学等経常費補助金：
2022年度 3,015億円（概算要求）

科学研究費助成事業：
2022年度 2,511億円（概算要求）

国立研究開発法人科学技術振興機構
運営費交付金に必要な経費：
2022年度 1,150億円（概算要求）
※内数

大型放射光施設（SPring-8）及びＸ
線自由電子レーザー施設（SACLA）の
整備・共用：2022年度 160.6億円
（概算要求）

官民地域パートナーシップによる次世代
放射光施設の推進：6,189億円（概算
要求）

大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲ
Ｃ）の整備・共用： 2022年度 109.2
億円（概算要求）

挑戦的な取組を推進するための評価
基準に基づく審査

研究力を多角的に分析・評価する指標
に関する海外の動向の把握・整理及び
有識者との意見交換

各大学共同利用機関の研究体制

組織・業務の見直し、第４期中期目標・
中期計画の検討

創発的研究支援事業：
2020年度第3次補正予算にて500億
円の基金を造成、2022年度 27億
円（概算要求）
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A-2 基本計画に紐づくプログラム・各府省の政策・施策等が効果的・効率的に実施されているか。

研究資金配分機関間の連携強化

基礎研究の成果を産業界へつなぐ事業の
支援体制の強化

若手支援充実に加え、実力ある中堅以
上の研究者が安定的かつ十分に研究費
を確保できるための取組

新興・融合研究の促進

JST/JSPS/NEDO連携強化検討中【今
後】

効率的なファンディング

関係府省申し合わせ【2021年3月】各種事務手続に係るルールの一本化、簡
素化・デジタル化・迅速化

間接経費の扱いについて、ルールの一本
化、使途報告、証拠書類の簡素化 関係府省と検討着手、2021年度中に関

係府省申し合わせ【今後】

ルール一本化・標準化・デジタル化・迅速
化【今後】

競争的研究費を最適配分する予算

新興・融合研究を促進可能とする予算

制度・法人間の連携方策の検討

多角的な観点から戦略目標を策定

戦略的創造研究推進事業で切れ目ない
支援に配慮した戦略目標策定

優れた基礎研究、新興・融合領域、国際
的活動への支援強化【継続】

実施済・継続

今後実施

新規・大幅拡充

効果的なファンディング
（研究者への切れ目のない支援、
研究開発への切れ目ない支援）

統合イノベ戦略第6期基本計画

⑧競争的資金制度の一体的改革

国立研究開発法人科学技術振興機
構運営費交付金に必要な経費：
2022年度 1,150億円（概算要求）
※内数

国立研究開発法人科学技術振興機
構運営費交付金に必要な経費：
2022年度 1,150億円（概算要求）
※内数

創発的研究支援事業：
2022年度 27億円（概算要求）

科学研究費助成事業：
2022年度 2,511億円（概算要求）

エビデンスシステムの構築e-CSTI活用等による重点領域の特定 インプット・アウトプット分析、
サイエンスマップを構築中

重要科学技術領域の抽出・分析、
分野別戦略の見直し等を実施【今後】

競争的研究費等の各事業ごとの
インプット・アウトプット分析【今後】
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：終了 ：継続中 ：募集終了 : 単年度予算が50億円以上 :単年度予算が50～10億円 :単年度予算が10億円以下

事業仕分け

第１期科学技術基本計画 第３期科学技術基本計画第２期科学技術基本計画 第４期科学技術基本計画 第５期科学技術基本計画

’94 特定先端大型
研究施設の共用の
促進に関する法律

研究交流促進法
改正

知的基盤
整備計画

研究交流促進法
改正

研究開発力
強化法

マスタープラン

オープンサイエンス
推進のあり方

学術情報
オープン化推進

研究情報データベース化支援事業

スーパーカミオカンデ 稼働

ReaD(研究開発支援総合ディレクトリデータベース)

J-STAGE（科学技術情報発信・流通総合システム)

すばる望遠鏡 稼働

J-STORE

国立情報学
研究所 （NII）

ナショナルバイオリソースプロジェクト

JDream

NII学術コンテンツポータル（GeNii）

次世代スーパーコンピューター・プロジェクト（京） 稼働

X線自由電子レーザー（XFEL）計画（SACLA) 稼働

大強度陽子加速器施設(J－PARC)計画 稼働

統合データベースプロジェクト JST NBDCへ継承

先端研究施設共用イノベーション創出事業
先端研究施設
共用促進事業

先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業 先端研究基盤共用促進事業

ナノテクノロジープラットフォーム事業

共同利用・共同研究拠点の認定制度

特色ある共同研究拠点の整備の推進事業

フラッグシップ2020プロジェクト（「富嶽」）

設備サポートセンター整備事業

大規模学術フロンティア促進事業

J-GLOBAL

オープンサイエンス基盤研究センター（NII）

先端計測分析技術・機器開発（JST）

最先端研究基盤事業

マスタープラン マスタープラン マスタープラン

ロードマップ ロードマップ ロードマップ ロードマップ

2011：Researchmapに統合

改名：オンライン学術用語集（Sciterm）

2016統合

大学間連携共同教育推進事業

ナノテクノロジー総合支援プロジェクト
ナノテクノロジーネットワーク ナノテクノロジープラットフォーム

マスタープラン

ロードマップ

NBRP第4期（2017～2021）NBRP第3期（2012～2016）NBRP第2期（2007～2011）NBRP第1期（2002～2006）

研究基盤整備
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